【重要】中小企業・小規模事業者ものづくり・商業・サービス革新事業補助金交付申請書のセルフチェックシート　Ver.3
	
申請者名
	チェック者氏名
	チェック日

	
	
	      年　　　月　　日

	該当するものに☑をしてください。

	□成長分野型
	　□一般型
	□小規模事業者型

	□試作開発+設備投資 　①
	□設備投資のみ ②
	□試作開発のみ ③

	確認項目
	確認内容
	チェック欄

	１．添付書類の確認
	○提出部数
フラットファイルに閉じてください。クリップ止めはご遠慮ください。
	正本・副本　各１部
ＣＤ-ＲＯＭ　１枚

(様式第１交付申請書、同別紙、別紙１～別紙５の該当ワード文書を格納)
	良
	要対処
	非該当

	
	○直接人件費支出対象者一覧表別紙５ほか・

手引き５頁で確認
	直接人件費を計上している場合、時間単価算出方法計算式により単価が算出されているか　

	
	
	

	
	○技術導入計画書
	技術導入費を計上している場合、
添付されているか
	
	
	

	
	○委託に係る計画書
	委託費を計上している場合、添付されているか


	
	
	

	
	○指導計画書
	専門家謝金を計上している場合、
添付されているか


	
	
	

	
	○知的財産権等取得書


	知的財産権等関連経費を計上している場合、添付されているか


	
	
	

	
	
	取得予定技術の概要及び補助事業との密接な関連性に関する記載があるか
	
	
	

	
	○見積提出書のお願い・見積書の写し
	人件費以外のすべての経費、１件(１社)税抜き50万円以上のものは資本関係のない２社以上の合見積を徴収すること

	
	
	

	
	法人(個人の場合は代表者)の印鑑証明書
	３カ月以内に発行されたもの正本・副本各１部
	
	
	

	
	○地図
	最寄りの駅から貴社の開発拠点までのもの

	
	
	

	
	確認項目
	確認内容
	チェック欄

	
	○申請者
	公募段階の氏名・住所・電話番号等が同一か同一でない場合には、同一でなくなった理由を申請書に付記
	良

	要対処
	非該当

	
	
	開発拠点を変更していないか。

県外は不可、参考様式第１６を添付
	
	
	

	２．申請書と計画書の比較
	○事業計画名

	公募段階の事業計画名と同一か

事業計画名の変更は認められない。


	
	
	

	
	○役員一覧
	公募段階と同一か一致していない場合にはその理由を申請書別紙として提出


	
	
	

	
	○事業の内容
	公募段階の目的、実施内容と異なっていないか。

	
	
	

	
	○試作開発、設備等の別
	○試作開発、設備等の別は変更になっていないか。変更は認められません。
	
	
	

	３．補助金交付申請額の確認
	○補助金交付申請額
	交付予定額の範囲内の金額になっているか、経費配分を変更する場合は地域事務局と事前に相談すること。※採択された補助金額の増額は認められない。
	
	
	

	
	
	補助対象経費総額の２／３以内に収まっているか


	
	
	

	
	
	経費明細表及び経費明細総括表の補助金交付申請額と一致しているか
	
	
	

	
	
	費目別支出明細書の添付し、積算根拠を明確にし、50万円以上の案件はどちらを採択するか、明確にしているか。
	
	
	

	
	確認項目
	確認内容
	チェック欄

	４．補助金申請額と積算額の検証
	○補助対象費目(種別）
	□試作開発+設備投資①　


	原材料費、機械装置費、直接人件費、技術導入費、外注加工費、委託費、知的財産権等関連経費、運搬費、専門家旅費、専門家謝金、雑役務費

	良
	要対処
	非該当

	
	
	□試作開発のみ③

機械装置費は原則不可
	原材料費、直接人件費、技術導入費、外注加工費、委託費、知的財産権等関連経費、運搬費、専門家旅費、専門家謝金、雑役務費

	
	
	


	
	
	□設備投資のみ②
	機械装置費、技術導入費、　　　　　　　　　　　　　　運搬費、専門家旅費、専門家謝金

	
	
	

	
	○経費明細表

（経費明細総括表）


	（タテとヨコ）計算があっているか。合計額が記載されているか。


	
	
	

	
	
	各種別（費目）の「補助対象経費」は、税抜き価格等指示通りに明記されているか。※小数点以下は切り捨て
	
	
	

	
	
	経費区分ごとの「補助金交付申請額」は、経費区分ごとの「補助対象経費」の合計額の２／３以内になっているか。※小数点以下は切り捨て

	
	
	

	
	共通事項
	応募時に設備投資のみで申請された方については、以下の※の費目の申請は認められません。
	良
	要対処
	非該当

	
	１原材料費※
太字は設備投資のみでは使用不可
	補助事業の手引き記載の原材料費に該当するものか、機械装置費に該当しないか。

	
	
	

	５．経費区分・種別（費目）の検証
	２機械装置費

	補助事業の手引き記載の機械装置費に該当するものか。セミナー、指導料、保守料は対象外。


	
	
	

	
	３直接人件費※
	補助事業の手引き記載の直接人件費に該当するものか


	
	
	

	
	
	「補助事業に係る人件費支出対象者一覧表」に対象者が記載されているか試作開発に直接関連する業務であり、総務、経理等の間接業務に携わる業務は対象とならない


	
	
	

	
	
	「補助事業に係る人件費支出対象者一覧表」に記載の単価が使用されているか算出方法は、資料１「直接人件費単価の算出方法」に基づいているか
	良
	要対処
	非該当

	
	
	年間理論総労働時間の算定根拠は添付されているか　


	
	
	

	
	
	直接人件費単価は、資料３「助成事業に係る経費支出基準」を上限として、各地域事務局が定めた基準に基づいているか

	
	
	

	
	確認項目
	確認内容
	チェック欄

	
	４技術導入費
	補助事業の手引き記載の技術導入費に該当するものか

	良
	要対処
	非該当

	
	
	技術導入費単価は原則、資料３「助成事業に係る経費支出基準」を上限として、各地域事務局が定めた基準に基づいているか

	
	
	

	
	
	専門家謝金の内容と重複していないか
	
	
	

	
	５外注加工費※


	補助事業の手引き記載の外注加工費に該当するものか

補助対象経費総額の２分の１以内となっているか
	
	
	

	
	６委託費※

	補助事業の手引き記載の委託費に該当するものか

補助対象経費総額の２分の１以内となっているか
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	確認項目
	確認内容
	チェック欄

	
	７知的財産権等関連経費※
	補助事業の手引き記載の知的財産権関連経費に該当するものか
	良
	要対処
	非該当

	
	
	
	
	
	

	
	
	知的財産権等取得書に記載の金額（補助対象として希望する金額）に日本の特許出願手数料、審査請求料、特許料、印紙代金等が含まれていないか

	
	
	

	
	
	補助対象経費総額の３分の１以内となっているか

	
	
	

	
	８運搬費

	補助事業の手引き記載の運搬費に該当するものか
	
	
	

	
	確認項目
	確認内容
	チェック欄

	
	10専門家旅費

	補助事業の手引き記載の旅費に該当するものか

	良
	要対処
	非該当

	
	
	資料２「助成事業の旅費支給に関する基準」を上限として、各地域事務局が定めた基準に基づいているか

	
	
	

	
	
	技術導入費対象者の旅費が計上されていないか。

	
	
	

	
	９専門家謝金


	補助事業の手引き記載の専門家謝金に該当するものか。
指導計画書の根拠取っているか。
内諾書又は見積書
	
	
	

	
	
	専門家謝金単価は資料３「助成事業に係る経費支出基準」を上限として、各地域事務局が定めた基準に基づいているか
	
	
	

	
	11雑役務費※

	補助事業の手引き記載の雑役務費に該当するものか

	
	
	

	
	
	雑役務費の計上額は資料３「助成事業に係る経費支出基準」を上限として、各地域事務局が定めた基準に基づいているか

	
	
	

	
	
	直接人件費に計上した方がよいと判断されるような経費計上になっていないか
	
	
	


注)　手引き５５ページの経費明細書はexcelで作成できるよう用意しております。ケアレスミスは防げますのでご活用ください。
1

